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東京電力福島第一原子力発電所事故に対する環境再生事業によって集められた放射性物

質汚染廃棄物等の県外最終処分実現のため、減容化に向けた多くの技術開発が実施されて

おり、2024年度には、県外最終処分に向けた減容化技術等の戦略目標が提示される。そ

こで本研究では、高濃度土壌、及び仮設灰処理施設から発生する熱処理飛灰の処理・処分

プロセスに着目したシナリオ評価を実施した。これまでの研究[1]において、大きく三つの

シナリオを設定し、選択する減容化技術の違いにより発生する廃棄物および二次廃棄物の

評価や、経済性の評価を行ってきたが、実証事業による減容化効果が明らかになったこと

を踏まえ[2]、発生物量お

よびコストいずれも再評

価を行った。 

本研究において評価し

たシナリオのマテリアル

フローを図に示す。物質

評価ではこのマテリアル

フローによって発生する

廃棄物及び二次廃棄物の

発生量を評価し、経済

性評価においては、処

理・処分及び県外への

輸送によって発生する

コストを評価し、各シナリオ

間の差をシナリオの効果とし

て示すことで比較検討を行っ

た。推計した結果を表に示

す。その結果、高度減容化技

術の適用による廃棄物量減少

が顕著に示された。発表にお

いては、物質移動評価結果と

併せて重金属や水素発生等の

リスクも踏まえた各シナリオ

の分析結果について報告す

る。 
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図  評価シナリオのマテリアルフロー 

表 各評価シナリオの廃棄物／再生利用物量およびコスト等まとめ 


